予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名: 地域人材育成事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

環境生活部 環境生活政策課 地域安全室 地域コミュニティ係　
電話番号：058-272-1111（内2393）　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：4,325千円（前年度予算額：18,121千円）
	要求内容


	１　要求の内容


（１）絆コーディネーター養成講座の開催

自治会、地域活動団体、ＮＰＯ等の関係者や民生委員、福祉委員などを対象に、社会的に孤立し生活上の問題を抱える世帯へのアプローチや支援の方法などについて、ケーススタディ形式で学ぶ講座を開催し、福祉・医療などの専門機関と連携して見守りや支援を行うことができる人材（絆コーディネーター）を養成する。
【講座内容】
福祉系大学の教員、地域包括支援センター等の専門機関の職員、ＮＰＯ関係者等を講師に、民生委員等の地域福祉関係者が実際に対応に苦慮した事例などをもとに、ケーススタディ形式で学ぶ実践的な講座を開催する。
　①講座回数　県内１か所で３日間開催
　②講座内容  講義、グループワークによる演習（ケーススタディ形式）
③募集人数  40名程度
（２）コミュニティライフ・サポーターの派遣
県内の企業・事業所や地域に講師（コミュニティライフ・サポーター）を派遣し、現役世代の従業員やリタイアした団塊の世代の方などを対象に、キャリアを生かした地域貢献や働き方の多様な形を紹介するとともに、実際に地域活動を体験できる出前講座を開催し、新たな地域の担い手を発掘・育成する。
【講座内容】
　平成24年度に開発・実践した出前講座のプログラムをもとに、講義と実践的な体験講座を組み合わせた、次の出前講座を開催します。

①企業・事業所向け出前講座
・開催予定　県内５か所

・受講対象　企業等で働く現役世代等
②地域（住民）向け出前講座

・開催予定　県内３か所
・受講対象　リタイアした団塊の世代等
③地域（団体）向け出前講座

・開催予定　県内２か所

・受講対象　自治会等の地域コミュニティ団体の担当者
	２　所要経費


（1） 絆コーディネーター養成講座の開催　　　1,184千円
（2） コミュニティライフ・サポーターの派遣　3,141千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	18,121
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	18,121

	要求額
	4,325
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,325

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
〈絆コーディネーターの養成〉

社会的に孤立し生活上の困難を抱える方を早期に発見し、福祉・医療などの専門機関と連携して、地域で見守りや支援を行うことができる人材を養成し、社会的孤立を生まない地域づくりを進める。

〈コミュニティライフ・サポーターの派遣〉
地域コミュニティ活動の担い手の不足や高齢化が進む中、企業等で働く現役世代やリタイアした団塊の世代などを対象に地域活動への参加促進を図り、新たな地域の担い手を発掘・育成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	絆コーディネーター

養成講座（受講者数）
※H24予定数(累計)
	0人
（H23）
	65人
（H24）
	（H  ）
	65人
（H24）
	200人
（H27）
	32.5％

	コミュニティライフ・サポーター派遣事業

（出前講座の開催回数）
※H24予定数(累計)
	0回
（H23）
	50回
（H24）
	（H　）
	50回
（H24）
	120回
（H27）
	41.6％


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）絆コーディネーター養成講座の開催
　○可児市会場　第１回講座　平成２４年１１月１８日（日）受講者４０人

　　　　　　　　第２回講座　平成２４年１２月１５日（土）　　〃

　　　　　　　　第３回講座　平成２５年　１月１２日（土）　　〃

　○岐阜市会場　平成２５年１月２６日（土） 受講者３０人程度（予定）

（２）コミュニティライフ・サポーターの派遣

　　・企業向け出前講座の開催　１９回（予定）

　・地域向け出前講座の開催　３１回（予定）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
〈絆コーディネーター養成講座〉

社会的孤立の問題に対する自治会関係者や民生委員、福祉委員等の意識向上を図り、社会的孤立を生まない地域づくりに向けた人材を養成するとともに、県及び市町村等の専門機関との連携強化を図ることができた。
〈コミュニティライフ・サポーターの派遣〉

企業等で働く現役世代やリタイアした団塊の世代等の支援ニーズを踏まえ、企業及び地域向け出前講座のプログラム開発を行うとともに、県内各地で地域活動への参加を呼び掛ける出前講座を開催した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	従業員の雇用や社会貢献活動等で広域的に活動する企業と連携し、従業員に対し地域活動への参加を呼び掛ける出前講座を開催することは、県の役割として妥当である。
また、団塊の世代が2007年以降順次60歳を迎え、多くの定年退職者が地域社会へ回帰している状況であるため、時宜を得た取り組みである。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
いずれの事業においても、講座の受講者を対象にアンケートを実施しているため、受講者の意見等を踏まえ、講座内容の一層の改善を図る必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　いずれの事業においても、受講者が講座受講後に、実際に地域で活動を進められるよう、活動に関する相談対応や活動に参加するための情報提供など、受講後のアフターフォローを行い、受講者の地域での活動を支援していく。


